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習慣的消費下における
分割不能労働と景気循環*
中島巖
序
消費と余暇の異時点間代替 Ontertemporalsubstitution)は，現代の
景気循環論の主要論点の一つになっている o しかるに，景気循環中の消費
と余暇(ないし労働)の動向に関する観察結果を説明すべ〈時間的分離不能
選好 (time-non-separablepreferences)を援用する試みがなきれ始めた。
かかる選好の下で， Barro = king (2Jは，消費と余暇の反対方向への
変化 (counter-procyclicy)の発生可能性を指摘し， Kydland = Prescott 
(1 2Jは，今日の労働供給を増やし，明日の労働供給を減らし，余暇を楽
しむ方向への変化の発生可能性を指摘するごとくである。
しかるに，そこでは，景気循環の源泉が生産過程に作用する永続的な外
生的生産性撹乱に求められる共通性がみられる。景気循環に対するかかる
接近法は，実物的景気循環論 (realbusiness cycle theory) と呼ばれる。
(実物的景気循環論の展望として，例えば， McCallum (1 4J， Arnold (lJ 
等参照。また，時間的分離不能効用函数の適用例として， Eichenbaum = 
Hansen = Singleton (7J， Hotz = Kydland = Sedlacek (11]等参照。)
*)筆者は，文献(1 6)の参照に関して東京大学経済学部図書館の好誼に負う。
記して感謝いたしたい。
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選好に時間的分離不能性をもたらす要因として，消費における習慣形成
(habit formation)の存在を指摘し得る。 1949年のDuesenberry(6Jの先
駆的作業以来久しくして，ょうやく 1990年代に入り，消費における習慣
の役割に関して，主として実証的議論が展開きれるに至った。(例えば，
Constantinides (5J， Heaton OOJ， Garcia = Lusardi = Ng (8J等参照。)
Seckin 08Jは，消費の習慣性が資産蓄積経済における消費と余暇の
異時点間代替にもたらす効果を検討した。しかるに，そこでの労働は，消
費者が任意の供給水準を選択し得る分割可能労働 (divisiblelabor)の場
合に限定されている。
Rogerson 05Jは，労働供給時聞が固定され，消費者がその水準を選
択し得ない分割不能労働 Ondivisiblelabor)の場合において，生じ得る
消費集合の非凸性 (non-convexity) を回避し，凸性を回復すべく「くじ
引きJ (1 ottery)の導入を図り，経済の効率性を回復させる試みを静態的
文脈の中で展開した。 Hansen(9Jは，上の Rogersonのアイディアを 1
部門成長モデルに適用し，景気循環の可能性をスケッチした。しかるに，
そこでの消費者の効用函数は，両者を通じて消費と余暇が分離可能な形状
をもっそれに限定されている。
我々の本稿の目的は，生産過程に不断の外生的生産性撹乱が作用し続け
る1部門成長経済の文脈の中で，消費の習慣性が支配し，さらに，分割不
能労働が支配するところでの消費の習慣性が本来の景気循環にもたらす効
果を検討することにある。
まず，次節では，上の 1部門成長経済における市場均衡の効率性を確認
した後，対比のために，分割可能労働が支配するところでの消費の習慣性
が景気循環にもたらす効果を検討する o
次に，第2節では，分割不能労働が支配するところで， くじ引き契約が
適用可能な場合と市場失業保険が利用可能な場合における消費の習慣性が
景気循環にもたらす効果を検討する q
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なお,本稿は最終稿ではない｡
第1節　習慣的消費と分割可能労働
1.市場均衡と効率性
本節では,生産過程に外生的な生産性撹乱が作用し続ける1部門成長経
済において,時間的分離不能な選好による習慣的消費が支配するところで
の労働時間が分割可能な雇用形態をもつ経済の機能と景気循環の可能性を
検討する｡
まず,本項では,かかる1部門成長経済に展開される市場の効率性を検
い
討する｡
いま,経済には,閉区間〔0,1〕に各々の名を持ち無限大の寿命を生き
る連続体(continuum)を成す同質な消費者が存在するものとする｡各消
費者は,時間単位で1単位の労働賦存量と,同じく1単位の資本賦存量を
保有し,それぞれの任意の水準の用役を企業に供給し得るものとする｡か
かる性質をもつ労働は,分割可能労働(divisible labor)と呼ばれる｡
さらに,経済には,合成財としての生産物,労働,資本の用役が取引さ
れる3つの市場が機能するものとする｡異質(heterogeneous)な消費者
間においては発生するかもしれない危険分担(risk sharing)に対する欲
求は,同質な消費者が想定されるところでは考慮の外に置くことができる
から,以下,直物市場(spot markets)のみに注意を限定することがで
きる｡
さて,代表的消費者の効用水準は,当該時点における生産物と余暇の各
消費量に加えて,過去の消費経験から形成される習慣的消費(babit form-
ing consumption)にも時間的に分離不能(time-non-separable)な形で
依存しているものとする｡
4ここで,消費習慣は,過去の消費水準の加重平均であり,消費習慣スト
ックxiが
Cb
xt- (1-E) ∑Ejc卜1_i
}1--0
(1)
で表されるものとする｡ただし, 1-E(0≦E≦1)は,記憶の希薄化にと
もなう習慣の減耗パラメータであり,習慣の減耗が1である,すなわち,
E-0であるとき, t11時点の消費cf_1以前に遡る過去の消費が習慣スト
ックに何ら影響をもたらさず, xt-ct_1がしたがうo　かかる情況は,習慣
が直前期間の消費経験のみから形成される1期習慣形成(one-period
habit formation)のそれに相当する｡
いま,代表的消費者の効用函数を一般型
U-U(ct,xt, li)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2)
で表わしておこう｡ただし, li-1-htであり,時間賦存量から労働供給
量hfを減じた余暇消費量を表わす｡ここで, ∂U/∂Z>0,∂2U/∂Z2<oと
仮定されるo　ただし, i-ct,xf,ltである｡
上の効用函数からもたらされる異時点間効用(intertemporal utility)
は,それぞれの当該期効用の加重和
○〇
0- ∑βT-tU(cT,XT, lr)　　　　　　　　　　　　　(3)
T-i
で与えられるものとする｡ただし, β(0<β<1)は,割引要因であり期間
を通じて一定であるものとするo
他方,生産部門の生産函数は,
Yf - 6)tF(Kt, Ht)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4)
で表わされるものとする｡ただし, Kt,Htは,それぞれ資本,労働の投
入量であり, ∂F/az>0, ∂2F/∂22<o(I-Kt, Ht)と仮定される.
また, Otは函数Fに乗法的に作用し続ける外生的生産性撹乱(pro-
ductivity shock)であり,独立かつ同一分布(i. i. d-independently and
3)
identically distributed)をもつ流列tOT)冒=tを成すものとする. t期にお
ける撹乱Otは,資本と労働に関する生産決定がなされる時点で観察可能
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であり既知であるが,臥+1およびそれ以後の撹乱は不確定であるものと
する｡
ここで,生産函数が規模に関する収穫-定性をもち,資本が定率8(0≦
8芦1)で減耗するものとすると,資本蓄積方程式
Kf.1- (1-8)Kt+6)tF(Kt, Ht) -Ct　　　　　　　　　　　(5)
がしたがう.ただし, Ctは稔消費量であり,その稔産出量6)iF(Kt,Ht)
との差は投資量を与える｡上の資本蓄積方程式は,変数の影響に遅れがと
4)
もなう帰納的(recursive)な遷移式(transition equation)を成す｡
さて,上で想定された1部門成長経済の効率性をみてみよう｡
いま,消費者の異時点間効用の期待値の割引価値を社会的厚生とみなし,
生産過程の制約の下で,その最大化を図る計画当局が存在するものとする｡
このとき, 1期習慣形成を仮定すれば,当局の問題は
rprFlfEtl真βT-tU(cT, CT-l･ lT) ]
S.i. kt.1-(i-8)kt+OtF(kt, ht)-ci　　　　　　(10)
で表わされるo　ただし, kt.1,kt,ht,ctはいずれも-人当たりの資本,労
働および消費量であるものとする｡また, Etは, t期において利用可能
な情報の利用から形成されるt+1期以後における変量に関する合理的期
待(rational expectations)を表わすオペレータである｡
しかるに,上の問題は,動的計画法(dynamic programming)によっ
て解くことができる｡動的計画法における｢最適性原理｣ (principle of
optimality)は,計画tcT, lT)冒三,が最適であるためには, t期以後の各期
t'>tから,残りの計画(cT,lT)芋=t′が残りの時間視野(t′,t′+1,t'+2,
---)にまたがる期待効用を最大化しなければならないことを主張する｡
このとき,残りの計画期間から得られる異時点間効用水準は,資本(およ
び習慣ストック)に依存するo　いま, t期以後の期間の計画のt期におけ
る割引価値をV(kt, C卜1)で表わせば,最適計画(eT, lT)T=t Gこ対して
6 
V(札 Ct-1)==max 2J s7;- tU (Ct， Ct-hん)= 2J s7;- tU(ム， Ct-h lt) 
(1) 
がしたがう。 ι，Cト 1 に条件付きの期待値オペレータを E*とし Ut*= 
~ s7;- tU(et， Ct-h lt)と設定すれば， (1)式は
V (kt， Ct-1) =maxEt[ U (c t， Ct-hん) + sUt+1 I丸山一1]
=maxEt{ U (c t， Ct-hん)
と表現し直される。
+ sEt+1[ Ut*+l I kt+h Ct] I丸 Ct-1}
=mpEt{U(ct，Ct-I，L) 
+βmaxEt+1[ Ut+1 I kt+1， Ct] I札 Ct-d
=mq子Et{U (c t， Ct-hん) + sV(kt+h Ct) I丸 Ct-1}
=mq子U(c t，Ct-h lt) + sEt[ V(kt+h Ct)] ω 
(1 2)式は，上の問題(側式)が
V(KM，ct-1)=mTU(ct，Ct-l，ん)+sEt[V(kt+h Ct)] 
S.t. kt+1 = (1- s) ι+θtF (kt， 1-1 t) -Ct (13) 
と表現し直されることを示唆している。 (13) 式の目的函数は，状態評価函
数 (valuefunction) と呼ばれ，また， Bellman方程式 (Bellmanequa-
tion) として知られる。それは，t期における最適決定(ゐ ，lt)が，当該
期の効用 U(Ct， Ct-1，ん)とすべての将来時点の効用の期待値の割引価値た
るsEt[V (kt+l' Ct)]との和を最大化するものであることを示唆している。
きて，状態評価函数の右辺の最大化を解く最適な消費，余暇に関する最
適必要条件は，それぞれ
Uc (t) = sEt[ V' (kt+h Ct)] (1 4) 
Ul(t) =sθtFhtEt[ V' (kt+h Ct)] (15) 
で表わされる。ただし，Uc(t) =oU/OCt， Ul(t) =oU/oんV'(kt+1' Ct) = 
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∂V/∂kf.1, Fht-∂F/∂(1-lt) -∂F/∂htである.
さらに,状態評価函数に包路面定理(envelope theorem)を適用すれ
ば,
V'(kt, ct_1) -B(1-8+6)tFht)Etl V'(kt.I, Ct)] OE
5)
がしたがう｡ (16)式は,資本の追加的1単位の利用可能性の拡大による異時
点間効用の増加分(V′(kt, Cト1))が,資本の追加的蓄積時の1期後の生産
物の利用可能性の純増加分(1-8+6)Fh,)と異時点間効用の増加分の期待
値EtlV'(kt.1, Ct)]との積の割引価値で表わされることを示唆している.
上で導かれた資本蓄積方程式((13)式),消費,余暇に関する最適必要条件
((14),(15)式),そして包路面関係式((15)式)の組を同時に満たす消費,余暇の
経路は,計画当局が導く最適経路(optimal path)を与える｡
さて, 1部門成長経済が生産物,資本,そして労働の3つの市場から成
る市場経済に委ねられるところで導かれる競争市場均衡の効率性をみてみ
よう｡
いま,合成財たる生産物をニュメレールとする.消費者は,それぞれ1
単位の資本,労働の賦存量をもち,市場価格でそれぞれの用役の任意の量
を企業に販売するものとする｡
ここで,生産部門の生産函数が規模に関する収穫-定性をもつものとす
れば,各企業の規模は不定となり,生産部門は価格受容的な単一企業によ
って代表させることができるo　資本の賃料rt,労働の賃金率u)tに直面す
る代表的企業の利潤は,
Ill- OtF(kt, ht) - rfkt- a)tht 臼Ⅸ
で表わされる｡
代表的企業は,上の利潤を最大化すべく資本,労働の雇用量を決定する
ものとすれば,度ちに,最適な資本,労働の雇用量が満たすべき最適必要
条件
80tFht- rt -0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(18)
@tFhr Wf - 0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(19)
がしたがう｡さらに,完全雇用が実現するところで,要素市場が均衡し,
均衡賃料と均衡賃金率が決定される｡
しかるに,規模に関する収穫-定性をもつ生産函数に対して,定義式
AOtF(kt, ht) - 6)tF(Akt, Aht)　　　　　　　　　　　　　　　伽)
がしたがい,さらに, 00)式を)に関して微分して)-1と設定すれば
OtF(kt, hf) - 6)i (Fhtkt+Fhthi)　　　　　　　　　　　　　el)
なる関係がしたがうo (18),(19)式を飢)式に代入すれば
yt - rtkt + u)tht　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢2)
がしたがう.ただし, ytは, -人当たりの所得額を表わすo (22)式は,企
業の均衡利潤がゼロとなる条件を与えている.さらに, Cz2)式を考慮すれば,
資本の保有者たる消費者の予算制約式
ki.I- (1-8+rt)kt+wt(1-l,) -ct ¢3)
がしたがう｡
代表的消費者は,上の予算制約の下で,異時点間効用を最大化すべく生
産物と余暇の消費量を決定するものとすれば,消費者の問題は,
-cT,完X=EEtl真β-tU(cr, -, lT)]
S.i. khl-(1-8+rt)kt+wt(1-lt)-cf Q4)
で表わされ,さらに,動的計画法を適用すれば,
V(kt, Cト1) -maXU(ct, ct_1, lt) +βEtlV(kt.1, Ct)]
Ct,lt
S.i. kt.1-(1-8+rf)kt+wt(1-lf)-Cf e5)
と表現し直される｡
状態評価函数の右辺を最大化する生産物と余暇の消費量が満たすべき最
適必要条件
Uc(i) -βEtlV′(kt十1, Ct)] 鍋
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UL(i) -Bu)tEtl V'(kt.1, Ct)]
がしたがい,さらに,包路面定理を適用すれば,
V'(kt, ct_1) -P(1-8+rt)EtlV'(kt.1, Ct)]
を得る｡
¢7)
位8)
ここで,企業の資本,労働の雇用量に関する最適必要条件((1軌個式)を
考慮すれば,予算制約式(Q5)式)と626)一位8)式から成る均衡経路(equilibrium
path)の体系は,それぞれ
ki.1- (1-8)kt+軌F(kf, ht) -ct
Uc(t) -βEtlV′(kt.1, Ct)]
Ul(i) -β6)tFhtEtl V′(kt.1, Ct)]
V′(kt, ct_1) -β(1-8+OtFh.)EtlV′(kt.1, Ct)]
と書き改められる｡
しかるに,上の均衡経路体系(09)132)式)は,上で導かれた最適経路体系
((13)-(16)式)と一致するo　このことは,競争市場均衡がPareto最適性を満
たすことを意味しており,かかる帰結は,静学的厚生経済学の第一基本定
哩(First Welfare Theorem)の動学版であると結論づけることができる｡
2.分割可能労働と景気循環
本項では,習慣的消費を行なう消費者の効用函数を時間的分離不能な
Cobb-Douglas型のそれに特定し,そこでの消費と余暇の均衡経路のあ
6)
り方と景気循環の可能性を検討する｡
前項においては,消費者の効用函数,したがって状態評価函数の形状を
特定化することなく, 1部門成長経済の競争市場均衡の効率性を検討した｡
しかしながら,効用函数の形状が特定されないところで,均衡経路体系を
同時に満たす消費,余暇,そして資本蓄積の経路を特定する最大化問題の
解を導くことは,一般に困難である｡
仙叫　　仇｢　　いり　　判り¢　8　hur わur
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以上にかんがみ,消費者の効用函数を時間的分離不能なCobb-Doug-
las型のそれに特定化した上で,習慣ストソク形成が∈-0,すなわち,直
前の消費水準のみが習慣ストソク形成に寄与する1期習慣形成の場合を再
び想定することにする｡
いま,消費者の効用函数は,
U(ct･ ct-1･ lt) -与lctectlela]iltq (3 3)
で表わされるものとするo　ただし, 0,符(0≦8≦1,0≦q≦1)は,選好パ
ラメータであり, α(0≦α≦1)は, f期の効用に習慣ストックがもたらす影
7)
響の度合いを測る習慣形成パラメータである｡
以下で想定される経済は,生産物,資本,そして労働に関する3つの市
場を含む1部門成長経済である｡
再び,代表的企業は,生産函数
yt- OtF(kt, ht)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(34)
にしたがって生産物を生産するo　このとき, Otは,函数Fに乗法的に作
用し続ける生産性撹乱である｡消費者は,それぞれ1単位ずつの資本,労
働の賦存量をもち,市場で決定された賃料rt,賃金率uJtで資本と労働の
用役の任意の量を企業に販売することができる｡生産函数が規模に関して
収穫一定性をもつところで,消費者の予算制約は,再び,帰納的(recur･
sive)な遷移式
kt.1-(1-8+rf)kt+wt(lllt)-ct 鍋
で表わされる｡
いま,消費者が,予算制約の下で異時点間効用の最大化を図るものとし,
動的計画法を適用すれば,消費者の間題は
V(kt･ ct-1) -rPtFL赫ctect--olq]ilHCEtl V(kt･1, Ct) ]
S.t. kt.1-(1-8+rf)kt+wt(1-lt)-ct (36)
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で表わされる｡
すでに示唆したごとく, t期における最適決定(et,lt)は,当該期の効
用と将来効用の割引価値との和を最大化するものでなければならないから,
したがって,上の状態評価函数の右辺を最大化するものでなければならな
い｡
最適な消費と余暇が満たすべき最適必要条件は,それぞれ
ct8-1C東Itq-αBEt[cte･1Ct-ea-1号Itq･l]-8Etl V′(kt･1, Ct)] (3n
cleCtleTilt7-1- 8wtEtl V, (kt+1, Ct) ]
で表わされる｡
さらに,状態評価函数に包路面定理を適用すれば
V′(kt, ct_1) -β(1-8十rt)EtlV′(kt.1, Ct)]
がしたがう｡
鍋
即)
上の予算制約式((36)式),消費,余暇の最適必要条件((37), (38)式),そして,
包路面関係式(伽)式)の組は, 1部門成長経済の均衡経路体系を構成する｡
ここで,消費に関する最適必要条件((37)求)を1期前送り(shift forward
one period)すれば,
Et l cte･-ll ct- eqi ltq･ 1 - aCcte･2Ct-･81al liltq･2]
-βEtl(1+rt.1) V′(kt.2, Ct.1)]
を得るo　同様に,包路面関係式((39)式)を1期前送りすれば
㈹
EtlV'(kt.I, Ct)]-βEtl(1-8+rt.1) V'(kt.2, Ct.1)]　　　(41)
を得る｡
(41)式の両辺にβを乗じて(40)式に代入し,再び(37)式を考慮すれば
ct8- 1 C{-elailtq - aeEt l cte･ 1 Ct- Oa- ll-ltq･ I ]
- eEt [ cte･-ll ct- eailtq･1 - aCcte･2Ct-･ela- 1iltq･2] (42)
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がしたがう｡ (42)式は,生産物の消費に関するEuler方程式(Euler equa-
tion)を与える｡
同様の手続きを余暇に関する貴通必要条件(㈹式)に適用すれば,余暇に
関するEuler方程式
ctec{-eFか- 1 - 8Et [怠Cte･l Ct- eqiltTll]　　　(43)
を得る｡
さて,同一期間内(intratemporal)の消費と余暇の間の限界代替率を
8)
導こう｡
いま,消費,余暇の限界効用をそれぞれMUc,MULで表わせば,
MUc - ct8-1ct--eTil巨αGEt [cte･lCt-Oa-liltq･1]
MUL - CteCt--elqi lt7 -1
で与えられる｡
このとき,期間内代替率
MRSinqt,ron - # - (%) U(ct, Chl, lt)
U(ct, Cト1, lt) -αβEL U(ct+I, Ct, lt.I)
RmE
を得るoただし, U(ct, C-1, lt) -与ctect--elailt"tc･･であるo
ここで,消費の習慣ストックが存在しない,すなわち, α-0がしたが
うときの消費,余暇の限界代替率を求めよう｡消費,余暇の限界効用は
MUc"-0- ct0-1iltq
MUL"-0 - CtOiltqll
で与えられ,限界代替率
MRSinat-ron -艶-穿 EEEE
習慣的消費下における分割不能労働と景気循環　　13
がしたがう｡
上の(49)式を考慮すれば,消費の習慣ストノクが作用する場合の期間内限
界代替率は,
MRSfnat,ron - MRSfnat=roa x
U(ct.I, Ct, li.I)
U(ct, ct_I, lt)
伽)
と書き改められる｡
伽)式右辺の分数項の分母は1より小さく,したがって分数項は1より大
きくなり,
MRS粒t,ra > MRS指t=r.a
なる関係がしたがう｡すなわち,消費,余暇間の期間内限界代替率は,潤
費の習慣ストックが作用する場合の方が,作用しない場合よりも大きくな
る｡このことは,消費の習慣ストノクの作用により,消費が減少し,余暇
が増加する(ないし労働供給が減少する)方向への変化がもたらされること
を意味している｡
次に,将来の余暇と現在の余暇の間の異時点間(intertemporal)の限
界代替率を導こう｡
消費の習慣ストックが作用する,すなわち, α>0がしたがうところで
の余暇の異時点間限界代替率は, (48)式を考慮すれば
MUl(i)
MRSinat,eor- Et MUz(i+1) -
cteilt7- 1
ctect--81ai lt7 - 1
Et l cte･ liltq･-11] ct- ea
(ま) eα
盟‖E
で与えられる｡しかるに,釦式の最右辺の[ ]内は,習慣ストックが作
用しない,すなわち, α-0の場合における異時点間限界代替率であり,
( )項は,消費の成長率の函数である｡したがって,
14 
MRsmt;ð=側部x(ま~ra (52) 
なる関係がしたがう。
問式から明らかなごとく，習慣ストックが作用する場合と作用しない場
合の限界代替率の大小関係は，習慣形成パラメータ αに依存する。いま，
αの上昇が限界代替率にもたらす効果をみるために，
_71 Ct ¥lia 
dMRsmt; d _1¥ iT T lC' lnter ，/ U ¥ Ct-1) ~ùla>o = MRS1~~A" x ¥ f1ー 1/
aα a l α  
の符号を確かめよう。
しかるに，
d(封印ぬ=(三~)川
なる関係がしたがうから，
MRS1~部>MRS担当
(53) 
(54) 
なる関係を得る。すなわち，消費の習慣形成は，現在と将来の余暇の異時
点間限界代替率を上昇させ，消費の習慣形成の度合いが増すにつれて，将
来の余暇が減少し，現在の余暇が増加する代替関係がしたがうことになる。
言い換えれば，習慣形成の度合いの上昇が，消費と余暇の反対方向への変
化 (counter-cyclicy) を，もしくは，消費と労働供給の同方向への変化
(pro-cyc1 icy) をもたらすことが結論される。
1) 本項の議論の多くを Arnold(1) (Chap. 5)に負う。
2) かかる特定化は， Seckin (1 8)に負う。
3) 生産性撹乱は， i. i.dである必要はなく， Hansen (9)は，一階Markov過程
(日 rst-orderMarkov process)を採用するごとくである。
4) かかる帰納的接近法 (recursiveapproach)に関して， Sargent (1 7)， Stokey 
= Lucas， ]r. = Prescott (1 9)， Ljungqvist = Sargent (1 3)等参照。
5) かかる手続きは， Benveniste = Sheinkman (3)において最初に展開された。
また，状態評価函数は解を要素とする間接函数(i ndirectfunction) となり，包絡
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面定理の適用が妥当性をもつ0
6)本項の手挽きの多くをSeckin, op. cit.,に負う0
7)上の効用函数の特定化は, Seckin, ob. cit.,に負う｡
8)以下の手続きは, Seckin, op. cit"に負う｡
第2節　習慣的消費と分割不能労働
1.分割不能労働とくじ引き契約
本節では,生産過程に外生的な生産性撹乱が作用し続ける1部門成長経
済において,時間的分離不能な選好による習慣的消費と労働供給に際して
の分割不能な雇用形態とが支配する情況の下での均衡経路のあり方と景気
循環の可能性を検討する｡
まず,本項では,かかる労働の分割不能性が経済にもたらし得る非凸性
(non-convexity)の回避のための工夫として｢くじ引き｣ (lottery)を導
入することによって導かれる均衡経路のあり方と景気循環の可能性を検討
する｡
事実,労働契約に際して,個々の消費者が分割可能で任意の労働時間を
選択する余地がなく,予め固定された一定の労働時間を選択するか,ある
いは,労働の供給を放棄する選択をするかの｢0か1か｣の選択(zer0-
one choice)を強いられる場合も少なくない｡このとき,労働は,分割不
能労働(indivisible labor)と呼ばれる｡
一般に,かかる分割不能性(indivisibility)は,経済主体が直面する経
済環境に非凸性を持ち込み,経済の均衡の成立を危ういものにする障害と
9)
なり得る｡かかる非凸性の回避のために,非凸経済をいかに凸化するかと
いう形の多く工夫が繰返されてきた｡
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しかるに, Rogerson 〔15〕は,分割不能労働の供給を強いられる消費
者が直面する非凸消費集合をくじ引きの導入によって張られた新たな凸消
費集合に転換させる試みを静態的経済の文脈の中で展開した｡ Hansen
〔9〕は, Rogersonの示唆にしたがい,くじ引きによる雇用決定を盛り
込んだ雇用契約が適用される1部門成長経済の(実物的)景気循環の可能性
10)
をスケッチした｡
以下では,くじ引きを導入した分割不能労働の雇用契約の下で,時間的
分離不能な選好による習慣的消費が支配する1部門成長経済における均衡
経路のあり方と景気循環の可能性を検討する｡
いま,区間〔0,1〕に名を持つ連続体を成す消費者について,一定時間
h-の労働供給を行なう｢状況｣ (state)に対応する消費空間をXlとし,
全く労働供給を行なわない｢状況｣に対応する消費空間をX2とする｡も
し,労働供給時間が取引の対象とされるならば,分割不能性の故に,消費
ll)
集合は非凸なそれとならざるを得ない｡
かかる非凸性を回避するために, Rogersonは,労働時間ではなく,く
じ引きを消費者に選択させることを要請する｡すなわち,先ず,消費者に
h-時間の労働を行なう確率¢tを選択させ,次いで,当該消費者が実際に
労働を行なうか否かをくじ引きで決定するのであるo　このことは,企業と
当該消費者の間で,確率¢tでh一時間の労働を行なう旨を約定する契約を
取り交わすことに他ならず,この契約は,新たに経済に導入されたもう一
つの財とみなすことができる｡
しかるに,上の契約が譲渡可能であるならば,当該消費者は自身が労働
を行なうか否かに関らず支払を享受し得ることになる｡したがって,企業
が,消費者に対し央業保険を提供していることになる｡確かに,消費者は
同質であるから同一の契約,すなわち,同一確率¢tを選択することにな
るが,消費者が同質なのは事前(exante)においてのみであって,事後
(expost)の身分は,くじ引きの結果の如何で,働くか否かの違いが生ず
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る。連続体を成す消費者について，労働確率引t を選ぶことは，全体の中
のめの部分の人数が労働を行うことを意味するからである。
他方，生産部門の生産函数の形状，生産性撹乱に関しては，前節で設け
られた仮定が再び妥当するものとする。しかるに，労働市場においては，
完全雇用条件について注意を要する。すなわち，一人当たりの労働需要量
んと一人当たりの労働供給量供万に対して，完全雇用条件は
ht=ゆth
を意味する。
(54) 
再び，企業の生産函数の規模に関する収穫一定性を仮定すれば，代表的
消費者の予算制約式は
kt+1= (1-8+η)恥+CTtwth-Ct (5) 
で表わされる o このとき，賃金率制は，上の完全雇用条件を満たすとこ
ろで決定されることは言うまでもない。
以上から，代表的消費者の状態評価函数
V引(kι丸t，α山一→1作守炉t[すC似
+sEtべ[V(ωkt+h C凸t)汀] 
S.t. kt+1= (1 -8+η)ん十世twth-Ct (56) 
がしたがう。
上の状態評価函数の右辺を最大化する消費者が満たすべき最適必要条件
は，
め[cf-ldt(1一ゆth)7J] + (1一供 )cf-ldt
ー αsEt{恥 1[cf+ICF80ーす(1一ゆt+lh)7J]+(1 一恥1)Cι1ci 8a - 1 ~ } 
= sEt[ V' (kt+h Ct)] 
で与えられる。
同様に，雇用確率が満たすべき最適必要条件は，
6り
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すcMす(1一州ーす ω 寸-叫す ωf(1一仇州め w甲→
=β wiiEtべ[V' (kt+川刊h Cαt) ] (5側8 
で与えられる。胸式の左辺は，雇用確率の 1単位の上昇にともなう限界効
用の減少分で測った限界費用であり，右辺は，賃金所得の限界的増加分で
測った限界便益であり，均衡において，両者が均等化しなければならない
ことを側式は意味している。
さらに，状態評価函数に包絡面定理を適用すれば，
V' (kt， Ct-1) =β(1- 6' +η) Et[ V' (kt+h Ct)] (59) 
を得る。
ここで，消費の最適必要条件(制式)と包絡面関係式(側式)を 1期前送り
し，前節の手続きを適用すれば，消費に関する Euler方程式
め[C 円吟(1- q) th) 17] +日川ldt
ーα.sEt{ 恥1[CLl rlt (1 一ゆt+1h) 17]+ (1- 恥恥州1)山 Ff戸什円8何炉叫aト刊-1寸す
=sE処叫fイ(い世恥川t+刊1[ 仙寸(α1 一め+1h) 17]+ (1- q) t+1) cf+fc寸
-as[ ぃ[cfdff1す(1- ゆt+2h) 17] + (1 一的 )Cμr寸
(60) 
がしたがう。同様に，雇用確率に関する Euler方程式
よcfたCt:埠f斤?よ(は 1一世tρ一よcfc一件一件 |よ C♂0~Cr 己埠訓f汗引fれ(は1一4叫t必め即肘甲ト刊-→lIl l.. t l.. t-1 7J 'f' tL () l.. t l.. t-1 ¥.l 'f' tfbJ nJ 
=s{す山寸(1 めー+1h) 17ーすcμ戸
一叫すcf+1C戸 (1-q) t+1h) 17ザ J} 的1)
がしたがう。
ここで，景気循環の可能性をみてみよう。
習慣的消費下における分割不能労働と景気循環　　19
まず,消費の習慣ストックが作用する,すなわち, α>0の場合におけ
る消費と余暇の間の期間内限界代替率を求めよう｡
消費の限界効用は
MUc-ict8-1ct--eTlQtl" (1- 4t) ]
-aeEt(icte･lC㌻ea-llQt･1(1llt･1)q･ (1-Qt･1)]) ¢2)
で与えられる｡
しかるに,雇用確率の定義より
It - 1- 卓th-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　63)
がしたがうから,雇用確率の決定は分割可能な余暇の消費量の決定を意味
する｡したがって,余暇に関する限界効用は
MUE-与ctect-31ali恒1ト〝-1 (1 - lt) ]　　(64)
で表わされる｡
いま,消費の習慣ストノクが作用しない,すなわち, α-0の場合にお
ける消費,余暇に関する限界効用を求めれば,
MUcta-0-ict8-ll研一(トQt)]
MUl･a-0-icteli(lt7-1)- lt7-I (1- lt) ]
を得る｡したがって,限界代替率
MRSinat-roa -器慧一助
β
がしたがう｡
(抑
次に,消費の習慣ストックが作用する,すなわち, α>0の場合におけ
る限界代替率は,
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MRSinat,rod -豊- MRSinqt-roe x
卜αβ Etl Uu((ccttIl)tl)t･l) ] ]
で表わされるoただし, 0(ct, lt)-与ctect--elali(ltqll)-ltq(1-lt)],
EtlD(ct･1, lt･l)]-Et(icte･lC㌻ea14t･1(卜l-)q･ (1-4t･1)])であるo
(68)式の最右辺の分数項は1より大きいから,消費の習慣ストックが,習
慣ストソクが作用しない場合の限界代替率を拡大し,消費を減らし,余暇
を増やす効果をもつことが結論される｡
さて,ここで,余暇に関する異時点間の限界代替率を求めよう｡
MRSPat,e.r -
cte ct-leTl与( ltq
Etlcte･lCt-ea(i-ltq･1 - 1)
- MRSinat-eor x (告)ea
がしたがう｡
前節の議論を適用すれば,再び
響- MRSinat-eor x (£)oalog(蓋)e ( , o)
伽)
(70)
がしたがうから,習慣ストックは,余暇の異時点間代替を促がし,現在の
余暇を増やし,将来の余暇を減らす｡言い換えれば,習慣ストックは,消
費と余暇を反対方向に変化させる,あるいは,消費と労働供給を同方向に
変化させると結論される｡
以上の結論は,分割不能労働が支配するにも関らず,くじ引き契約が譲
渡である場合には,分割可能労働が支配する場合に準ずる消費の習慣スト
ックの効果がもたらされることを意味している｡
]
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2.分割不能労働と市場失業保険
本項では,くじ引き契約の通用がなく,消費者の労働実績に応じて賃金
支払いがなされるところで,公正な市場失業保険が利用可能なときの分割
不能労働と習慣的消費を含む1部門成長経済の均衡経路のあり方を検討す
る｡
前項においては,譲渡可能なくじ引き契約の下で消費者は労働を行なう
確率を選択した後に,くじ引きにより実際に労働を行なうか否かの決定が
なされる場合が想定された｡そこでは,消費者は労働の実行の有無に関ら
ず,企業が提供する失業保険の支払いを受け取ることになった｡したがっ
て,消費者は,雇用,失業の如何に関らず,同一の支払いを受け,したが
って,同一の予算制約式に直面することができた｡
対して,本項では,企業は,くじ引き契約を適用せず,分割不能な労働
の実行時にのみ,市場で決定された賃金率による支払いを行うものとする｡
そこでの予算制約は,雇用時と失業時において異なる状況依存的(state-
dependent)なものとなり,したがって,資本蓄積,消費水準も状況に依存
するものとなる｡
かかる情況に対して,代表的消費者の効用は,状況依存型の効用函数か
らのそれぞれの効用の期待値,すなわち期待効用によって計算されること
が要請される｡
期待効用は,
U(ct,ct-1･lt) -棉(cE(1,Ct--ela‡(卜h11
･ (1-4t)[与cg(2,C漂‡] 価
で表わされる.ただし, ¢tは雇用確率,したがって, 1-¢tは失業確率で
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あり, cf(1),Ci(2)は,それぞれ雇用,失業の｢状況｣に依存する消費水準で
ある｡
さて,消費者は,保険市場において市場失業保険証券を購入し得るもの
とする｡このとき,市場は競争的であり,公正(fair)な保険が利用可能で
あるものとする｡さらに,保険プレミアムは,雇用確率¢tに依存する函数
の形を取るものとする｡
公正な保険は,無数の加入者が存在するところで,失業時の填補額st,保
険プレミアム♪(Qt)に対して
(1-¢t) st-♪(4,i) sf　　　　　　　　　　　　　　　　　　(72)
を満たさなければならない. (72)式の左辺は,保険会社にとっての期待保険
金支払い額であり,右辺は,保険プレミアムの受取り額である. (72)式は,
保険会社の均衡利潤ゼロの条件をも与えている｡
失業保険の利用可能性を考慮すれば,消費者の雇用時の予算制約式は
kt.1(1)- (1-8+rt)kt+u)th--a(Qt)st-ct(1)
で表わされ,失業時のそれは
kt.1(2)- (1-8+rt)kt+st-9(¢t)sf-Cf(2)
で表わされる｡
作監
(叩
以上の想定の下での消費者の問題には,確率的動的計画法(stochastic
12)
dynamic programming)の適用が可能である｡すなわち,消費者の状態評
価函数は
V(kt ･ ct-1) --aX蝿cg(1,Ct-181ai(トhlq
･pEtlV(kt･1(1),Ct(i,)])
十(1- 4t) (古cg(2) Ct1-07‡
･cEtlv(kt･1(2,,C"2,)]) (75)
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S.i. (73) and (74)
で与えられる｡
雇用時,失業時における消費が満たすべき最適必要条件は,それぞれ
(C;Ill,ct1-eT-αeEtlcぎ･1(1,C;(elrl])i(1- hl7-6Etl V,(kt･1(1, I Ct(1,) ]
3nE
(C;a,ct--eT-aCEtlcg･1(2,C;(e2Tl])i-eEtl V,(kt･1(2),Ct(2,)] (7m
で与えられる｡
次に,雇用確率が満たすべき最適必要粂件は
与lcE(1)Ct-leg(1-hlq-cE(2,Ct--eT]‡- -Pst(Etl V,(kt･1(1) I Ct(i,)]
+EtlV′(khl(2),Ct(2))]) (78)
で表わされ,填補額に関する最適必要条件は
(1-¢t)EtlV′(kt.1(1),Ct(1))]-¢tEtlV′(kt.1(2),Ct(2))]　　(79)
で表わされる｡
さらに,包路面定理を適用すれば
V'(kt,Cト1) -β(1-8+rt)(¢tEt[V′(kt.1(1),Ct(1))]
+(11¢t)EtlV′(kt.1(2),Ct(2))]) (80)
がしたがう｡
ここで, (79)式の関係を用いれば, (80)式は
V′(kt,ct-1) -β(1-8･rt)(2(Qt-1) +忘)EtlV′(kt･l(1)･Ct(1,)]
陀HE
と雇用時の変量のタームで表わされる｡
いま,雇用時の消費に関する最適必要条件((76)式)を1期間前送りすれば
EtlcEIi(1,C;(01号αβcg+2(1)C謂]‡(卜hlq
-βEtl(1+8+rt.1) V'(kt.2(1),Ct.I(1))] 棉
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を得る｡さらに,包絡面関係式(酎)式)を1期間前送りすれば
EtlV,(kt･1(1,,Ct(1,)]-β2(1-8･rt)Et[(1-8･rt･l)(2(Qt･1-1)
･よ) V′(k-2(1, I Ct･1(1,) ]
(83)
を得る｡
(83)式を(82)式に代入して,再び(76)式を考慮すれば
(2 (Qt- 1) +忘)[C;Ill, ct-牛αβcg･1(1,C;(elrl]
-cEt((2(Qt･1…1) +よ)[cg-･i(1,C;(013-αβcg･2(1)C謂]) (84)
がしたがうo (84)式は,雇用時の消費に関するEuler方程式であるo　同様の
手続きから,失業時の消費に関するEuler方程式
(青+2¢t)lc;721, ct--elm- αβC冒.1(2, C;(02rl]
-CEt((正一2¢t･1)lcE-Ill(2)C;(823-aBcg･2(2,C謂]) (85)
を得る｡
さて,期間内における雇用時と失業時の消費の大小を比較してみよう｡
いま,失業時の消費の最適必要条件((77)式)を満たす消費水準C^i(2)で,雇
用時の最適必要条件((76)式)を評価し, 1lh-<1なる関係を考慮すれば, (76)
式の左辺は負の符号を取る.このとき,効用函数の凹性の仮定の下でet(1)<
et(2)がしたがう｡(図-1参照o)このことは,期間内において,消費と余暇が
同方向に変化する,もしくは,消費と労働供給が反対方向に変化すること
を示唆している｡
次に,消費の習慣ストックが雇用時と失業時の消費の期間内限界代替率
にもたらす効果をみてみよう｡
期間内の雇用時と失業時の消費の間の限界代替率は,
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MRS inat,r.a -
図-1
ct(2)　Cぎ(2) Ct一書- αCEt[Cぎ+1(2) C;(823]
ct(1) (1-hlq c冒(1)Ct-_OT-αβEtlc冒十1(1)CI
¢¢
で表わされる｡
さて,消費の習慣ストノクが作用しない,すなわち, α-0の場合の雇用
時と失業時の限界代替率は,
2
( a
l
( a
26 
MRS1~盟=ー ICt(2)
・Cl = U - C~(l) (1一五)可 借り
で表わされる。したがって， (87)式を考慮、すれば，
( Cd2)¥2-lJ f d(2) ct" !f 一αsE t[d+l(2) c;お] l MRS1~~g= MRSm~8 ・(一一ー) | | 
¥Ct (1) / L d (1) ct" !f 一αsEt[d+l (1 )C;tl)] J 
担8
がしたがう。
しかるに，f) く1，Cdllくの(2)なる関係を想起すれば，右辺の[ ]内は 1
より大きし( )項も 1 より大きししたがって消費の習慣ストックは，
習慣ストックが作用しない場合の限界代替率を拡大きせ，消費と余暇の同
方向への変化， もしくは，消費と労働供給の反対-方向への変化を促がす効
果をもたらすことが結論される。
9) 一般均衡労働市場における非凸性の議論として， Coles (4)参照。
10) Rogersonのアイディアは， unpublished rnanuscriptの形で既に展開されていた
のが， Rogerson (15)として刊行されたのは， 1988年で，それに先立つて Hansen
(9)が1985年に刊行されてしまった経緯がある。
1) 消費集合の凸化のためには， X 1 x X 2x (0 ， 1) なる直積集合の形成が必要とされる。
12) 確率的動的計画法 (stochasticdynarnic prograrnrning)に関して，例えば， Ross 
(1 6)参照。
結ぴにかえて
1部門成長モデルの枠組の中で，消費主体の消費における習慣性が景気循
環に及ぽす効果色分割可能労働と分割不能労働が支配するそれぞれの情
況の下で検討した。
かかる枠組の中で景気循環のあり方を探る立場は，いわゆる実物的景気
循環論において取られるそれで、ある。
景気循環の源泉は，供給側に作用する外生的な生産性撹乱であるとされ
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る｡全要素生産性に外生的な変動が働くと,効率的な資源配分を回復すべ
く生産要素の再分配が必要とされるからであると説かれる｡したがって,
そこでの景気循環が持続性をもつとすれば,外生的生産性撹乱が不断に作
用し続けなければならなくなる｡
また,消費者は異時点間効用の最大化を図り,企業は合理的期待の下で
利潤の最大化を図る｡さらに,労働供給は非弾力的であり,完全雇用が維
持される｡以上の想定の下で導かれる均衡は,常に効率的である｡このこ
とは供給側に発する景気循環は,各期毎に成立する均衡の連鎖に他ならず,
需要側に源泉を求める景気循環が均衡からの逸脱の連鎖ととらえるKeynes
的立場とは好対照を見せる｡
上の議論においては,異時点間効用函数が時間的分離不能な形状をもち,
したがって習慣的消費が支配する想定が置かれた｡それでも,分割可能労
働が支配するところでは,そこで導かれる均衡は効率的であり続け,さら
に,消費の習慣性は,習慣が作用しないところで生起する本来の景気循環
を一層促がす効果をもたらすことが確認された｡
労働が分割不能なそれである情況の下では,譲渡可能なくじ引き契約が
通用され,企業が予め失業保険を提供するに等しい効果が作用する場合と
失業者自らが加入し得る市場失業保険の存在する場合とが想定された｡い
ずれの場合についても,消費の習慣性は,習慣が作用しない本来の景気循
環を一層促がす効果を持ち続けることが確認されたo　しかるに,異時点間
効用函数が消費と余暇に関して分離可能である場合に妥当した,くじ引き
契約の場合と市場失業保険の場合における資源配分の同値性は,消費の習
慣性が作用するところでは,もはや妥当しないことも確かめられた｡
消費の習慣性が作用する中で,同時に内生的に労働供給がなされる場合
-の上の議論の拡張は,興味深い発展化の一つの方向であろうo
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